
 

10 取引基本表作成上の特殊な取扱い 

取引基本表の作成に当たっては、ＳＮＡの概念に基

づき、又は、産業連関分析や表作成上の便宜から、特

殊な扱いをしているものがある。 

以下では、(1)から(7)について、説明する。 

(1) 商業部門及び運輸部門 

(2) コスト商業とコスト運賃 

(3) 屑・副産物 

(4) 帰属計算を行う部門 

(5) 仮設部門 

(6) 使用者主義と所有者主義 

(7) 非営利活動 

(1) 商業部門及び運輸部門 

取引基本表は、部門間の取引実態を記録しようと

するものであるが、現実の取引活動（特に財の取引

活動）にあっては、生産者と需要者が直接取引をす

ることは少なく、一般的には、商業部門及び運輸部

門を介して行われる。しかし、商業部門及び運輸部

門を経由する取引について、その流れに従って忠実

に記録しようとすると、取引基本表上、部門間の取

引関係が非常に分かりにくいものとなる。 

例えば、Ａ部門が生産した商品100単位をＢ部門が

購入した場合の商品取引の流れが、以下のような内

容になっていたとする。 

（ⅰ）まず、Ａ部門から運輸部門（運賃10単位）

を経由して商業部門に販売される。 

（ⅱ）商業部門の購入価格は110単位である（Ａ部門

に100単位支払い、運輸部門に10単位支払う。）。

（ⅲ）次に、商業部門はマージン（20単位）を加

えた上で、再び運輸部門を経由（運賃10単

位）してＢ部門に販売する。 

（ⅳ）Ｂ部門の購入価格は140単位である（商業部

門の購入価格110単位にマージン20単位を加え

た130単位を商業部門に支払い、運輸部門に10

単位支払う。） 

このような取引過程をそのままの形で記録すると、

図４－13①のようなものとなり、Ａ（生産者）とＢ

（需要者）との取引関係が読み取れなくなる。 

そこで、生産者価格評価表では、商業部門及び運

輸部門を経由することなく、部門間（例えば、Ａ部

門とＢ部門の間）で直接取引が行われたかのように

記述し、その上で、商業マージン及び国内貨物運賃

を需要者（この場合、Ｂ部門）の経費として一括計

上する（需要者と商業部門及び運輸部門の交点にそ

れぞれ一括計上する。）こととしている（図４－13②

を参照）。 

なお、購入者価格評価表においては、個々の取引

金額に、商業マージン及び国内貨物運賃を含むこと

から、商業及び運輸の行部門には、商業マージン及

び国内貨物運賃を計上しない（図４－13②の場合、

〔行〕Ａ部門と〔列〕Ｂ部門との交点に140を計上し、

〔行〕商業や〔行〕運輸との交点は０になる。） 

図４－13 商業部門と運輸部門の扱い 

(2) コスト商業とコスト運賃 

前記(1)のような通常の流通経費とは別に、生産活

動を行う上での直接的な経費として扱われる商業活

動及び運輸活動も存在する。取引基本表では、これ

らの経費について、「コスト商業」及び「コスト運賃」

と呼び、各列部門の生産活動に要したコストとして、

① 取引の流れをそのまま表示した場合

最終
需要

粗付加
価値額

国 内
生産額

ＡとＢの取引関係が読み取れない。

運輸 10 10

商業 130

Ａ 100

国 内
生産額

Ｂ

Ａ Ｂ 商業 運輸

（取引の流れ）

↓

Ａ部門

（ⅰ） １００

↓

（貨物輸送：＋10）

↓

（ⅱ）１１０

商業

(+20)

（ⅲ）１３０

↓

（貨物輸送：＋10）

↓

Ｂ部門

（ⅳ）１４０

② 取引基本表での表章方法（生産者価格評価表）

最終
需要

粗付加
価値額

国 内
生産額

商業 20

運輸Ａ Ｂ 商業

運輸 20

ＡとＢの間の財の取引額が明確になるとともに、当該取引
に伴う商業マージン及び国内貨物運賃が簡潔に標記でき
る。

国 内
生産額

Ａ 100

Ｂ
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生産者価格評価表及び購入者価格評価表のいずれに

おいても、それぞれ〔行〕商業部門及び〔行〕運輸

部門との交点に計上している。 

ア コスト商業 

「コスト商業」に該当するものとしては、例え

ば、中古品の取引額が挙げられる。 

中古品自体は、基本的に産業連関表の作成対象

年次の生産物ではないことから、取引基本表への

記録の対象とはならないが（注）、中古品の取引に伴

う商業活動は当該年次の活動であるため、その取

引マージンのみを「コスト商業」として計上して

いる（図４－14を参照）。 

具体的には、家計による中古車の購入や、固定

資本形成に該当する中古のバス・トラック等の取

引マージンがこれに相当する。 

 

図４－14 家計が新車又は中古車を購入した場合の取引

基本表上の相違 

 

（注） 作成対象年次に新品として取引された後、同一年次

内に中古品として転売される場合もあるが、その場合

には、新品として取引されたときの価額（財本体の価

額及び商業マージン）が取引基本表に計上され、中古

品としての取引については、あくまでコスト商業分の

みが計上される。 

イ コスト運賃 

「コスト運賃」に該当するものとしては、次に

掲げるものが挙げられる。 

(ｱ) 生産工程の一環として行われる輸送活動（つ

まり、生産した後の流通段階ではなく、生産段

階における輸送活動）に伴う経費 

① 木材のように、集荷場や卸売市場等におい

て生産者価格が決定される商品について、そ

れぞれの生産地から集荷場又は卸売市場等の

生産者価格が決定される場所まで移動させる

ために要した費用（前記７(2)アを参照） 

② 鉄鋼や船舶のように、原材料や半製品等を

大規模工場内における次の生産工程に移動さ

せるために要した費用 

③ 建設用機械や足場等のような生産設備を移

動させるために要した費用 

(ｲ) 引越荷物、旅行手荷物、郵便物、中古品、霊

きゅう、廃棄物・廃土砂などのに係る輸送費用 

① 引越荷物や旅行手荷物については、引越や旅

行をする者の荷物について場所の移動を行うだ

けであり、これら荷物そのものが取引されてい

るわけではないことから、当該荷物の価額自体

は取引基本表には計上されず、その輸送費用が、

引越や旅行をする者のコスト運賃となる。 

なお、「宅配便」の扱いについては、その扱

う貨物の取引内容によって、国内貨物運賃とし

て流通経費扱いとするか、コスト運賃扱いとす

るかが分かれる。つまり、産業部門間の取引に

伴う輸送手段として宅配便を使えば、国内貨物

運賃となる。一方、旅行者が旅先で購入した土

産物を、自宅や友人に送付すれば、家計のコス

ト運賃となる。企業活動において、本社・支社

間の書類などの受渡しに宅配便を利用すれば、

それは当該企業のコスト運賃となる。 

② 中古品の輸送については、コスト商業と同様

の考え方から、コスト運賃として扱っている。 

③ 廃棄物・廃土砂は、取引基本表においては

無価値の物として計上の対象としていないが、

それらを輸送するために要した費用について

は、これらを発生させた部門の「コスト運賃」

として、〔行〕運輸部門との交点に計上してい

る。つまり、ある産業にとって、廃棄物・廃

土砂の処理（輸送業者への支払）は、当該産

業の生産のためのコストの一部と考える。 

(3) 屑・副産物 

ア 屑・副産物の扱いに関する各種方式 

ある商品Ａの生産活動を行う際に、生産技術上

必然的に、目的とした商品Ａのほかに、別の商品

Ｂが一定量だけ生産される場合がある。取引基本

① 新 車

② 中古車

通常の流通経費としての
商業マージンではないこと
から、分類コードに特殊符
号は付かない。

本 体 価 格  ＝ 250万円

   家計消費

自動車

商業 50

コスト商業

購 入 者 価 格    ＝ 200万円

通常の流通経費としての
商業マージンであることか
ら、分類コードに特殊符号
の「６」が付く（前記５(4)エ
を参照）。

商業 50

商業マージン

本 体 価 格  ＝ 150万円

商 業 マ ー ジ ン  ＝ 50万円

   家計消費

自動車 250

商 業 マ ー ジ ン  ＝ 50万円

購 入 者 価 格    ＝ 300万円
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表では、商品Ａの生産過程において副次的に発生

する商品Ｂのことを、商品Ｂを主産物として生産

する部門が他にある場合には「副産物」、ない場合

には「屑」という。屑及び副産物は、残存価値を

残している「有価財」と、ゴミとして廃棄・焼却

される「無価財」（あるいは、処理経費がかかる

「負価財」）に分けられるが、我が国の取引基本表

では、有価財かつ統計資料等により把握可能なも

のについて計上の対象としている。 

我が国の取引基本表では、行部門を商品分類に

より作成することから、生産活動の結果として発

生する商品について、いずれかの行部門に対応さ

せる必要があるが、屑・副産物については、具体

的に、以下の４つの処理方式がある。 

① 一括方式 

② トランスファー方式 

③ マイナス投入方式（ストーン方式） 

④ 分離方式 

我が国では、原則として「マイナス投入方式」

によって処理し、部分的に「一括方式」及び「ト

ランスファー方式」も採用しているが、以下、次

の事例をモデルケースとして、これら４つの方式

について説明する（図４－15を参照）。 

〔事例〕 

石油化学部門が主産物として合成樹脂原料を100

単位、副産物としてＬＰＧ（液化石油ガス）を10

単位生産し、合成樹脂原料を合成樹脂部門に販売

し、ＬＰＧを家計に販売している場合 

① 一括方式 

主産物である合成樹脂原料と副産物であるＬ

ＰＧの合計（合成樹脂原料（100単位）＋ＬＰＧ

（10単位）＝110単位）を、一括して石油化学部

門の国内生産額としてとらえて計上する考え方

である。したがって、家計に販売されたＬＰＧ

（10単位）は、取引基本表の上では、石油化学 

部門の販売として記録される。 

この方式では、石油化学部門におけるＬＰＧ

の生産は、ＬＰＧ部門に対して何ら影響をもた

らさないという前提を置くことになるが、副産

物が量的にわずかな場合には、この方式も利用

可能であると考えられる。 

我が国の取引基本表では、畜産部門の「きゅ

う肥」等を一括方式によって処理している。 

図４－15 屑・副産物の表章方式 

 

① 一括方式

 

② トランスファー方式

 

③ マイナス投入方式

 

 

 

④ 分離方式
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② トランスファー方式（注） 

石油化学部門の副産物として生産されたＬＰ

Ｇ（10単位）について、それを主産物として活

動しているＬＰＧ部門に産出した上で、当該Ｌ

ＰＧ部門から家計に販売されたものとして記録

する方式である。副産物として生産されたもの

を、それを主産物として活動する部門に、いわ

ば「乗り換えて」産出させることから、トラン

スファー方式と言われている。 

この場合、石油化学部門で発生したＬＰＧは、

石油化学部門にもＬＰＧ部門にも国内生産額と

して計上される。 

この方式によると、合成樹脂部門に投入され

る石油化学部門が、その投入構造の中にＬＰＧ

の投入を有しないことから、合成樹脂原料に対

する需要が発生しても、ＬＰＧに対する誘発は

発生しない。一方で、ＬＰＧ部門の投入構造に

は、石油化学からの投入（10単位）が存在する

ため、ＬＰＧに対する需要が発生すると、石油 

化学部門の生産を誘発するという結果が導かれ

る。 

（注） 我が国の取引基本表では、「民間放送」、「新聞」、

「出版」等の活動の中で行われる広告活動につい

て、屑・副産物ではないが、トランスファー方式

と同様の表章をしている。これは、①金額が相当

程度大きいものであること、②民間放送、新聞、

出版等という媒体の中に含まれる広告であっても、

各列部門としては、民間放送、新聞、出版等に費

用を支払っているというよりも、あくまで「広告」

部門に費用を支払っているものとして扱うことが

取引感覚に沿っていることによる。 

③ マイナス投入方式（ストーン方式） 

この方式は、副産物が発生した列部門にマイ

ナス計上する一方、当該副産物を投入した列部

門に同額をプラス計上し、差し引き０とする方

式であり、この方式を考案したリチャード・ス

トーン（1913－1991）の名にちなんで「ストー

ン方式」とも言われている。我が国では、原則

として、この方式によって屑・副産物を処理し

ている。 

具体的には、石油化学部門の生産としては、

主産物である合成樹脂原料の100のみを計上する。

一方で、石油化学部門で副産物として発生した

ＬＰＧ（10単位）を、〔行〕ＬＰＧ部門から

〔列〕石油化学部門にマイナス投入（つまり石

油化学部門からＬＰＧ部門へ販売）したものと

して計上する。さらに、ＬＰＧを実際に投入し

た〔列〕家計消費部門と、〔行〕ＬＰＧ部門の交

点に（10単位）を計上する。これにより、〔行〕

ＬＰＧ部門の中では、副産物の発生と投入が相

殺され、結局、副産物であるＬＰＧの生産はゼ

ロになる。 

この表形式によると、副産物の金額は国内生

産額には計上されないが、「屑・副産物」別に、

発生源と投入先を捉えることが可能となる。ま

た、分析上の観点からみると、①合成樹脂原料

に対する需要は、石油化学部門の需要を誘発す

ることでＬＰＧの供給を増加させ、結果として

ＬＰＧ部門の生産を抑制することとなる。②一

方で、副産物としてのＬＰＧの生産額がＬＰＧ

部門の国内生産額に含まれていないことから、

ＬＰＧ部門に対する需要について、主産物とし

てのＬＰＧに対する需要のみを波及計算の対象

として純化でき、石油化学部門の生産に対して

は直接の影響を及ぼさない。 

ただし、この方式によれば、副産物としての

ＬＰＧが、主産物としてのＬＰＧよりも競争力

が強い場合には、より経済の実態に近い形を表

すが、合成樹脂原料に対する需要が大きい（副

産物としてのＬＰＧの発生が多くなる。）一方で、

ＬＰＧに対する需要が小さい場合には、ＬＰＧ

部門の生産をマイナスにしなければ需要のバラ

ンスがとれないという不都合が生じる。 

なお、平成12年表以降は、この方式で処理す

るものに関連して、「再生資源回収・加工処理」

の部門を設けている（後記イを参照）。 

④ 分離方式 

この方式は、主産物と副産物を分離し、それ

ぞれ該当する部門に計上する方式である。具体

的には、石油化学部門の生産活動を、主たる生

産物である合成樹脂原料の生産活動と副産物の

ＬＰＧの生産活動に分割して、それぞれに計上

するという方式である。 

合成樹脂原料とＬＰＧとは、本来、分割する

ことのできない生産活動であり、形式的にこれ

を分割したとしても、両者の産出構成は一定の

比率を保つはずである。しかし、この方式の場

合、合成樹脂原料とＬＰＧに対する需要の比率

が異なることによって、見かけ上、産出構成が

変化してしまうことになる。そのため、我が国

の取引基本表では、この方式は用いていない。 

イ 「再生資源回収・加工処理」の扱い 

前記ア記載のとおり、我が国の取引基本表では、

屑・副産物について、基本的にマイナス投入方式
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を採用しているが、リサイクル活動の重要性が高

まることを想定し、平成12年表から、この方式に

より処理している屑・副産物の表章に関連して、

「再生資源回収・加工処理」を部門として設けて

いる。 

そこで、次の事例をモデルケースとして、本部

門の具体的な表章方法とその変遷について説明す

る（図４－16を参照）。 

〔事例〕 

石油化学部門が主産物として合成樹脂原料を100

単位、副産物としてＬＰＧを10単位生産し、合

成樹脂原料を合成樹脂部門に販売し、ＬＰＧを

家計消費部門に販売している場合であって、Ｌ

ＰＧの回収・加工等の経費として、８単位必要

とされる場合 

図４－16 再生資源回収・加工処理に関する屑・副

産物の表章形式 

 

(ｱ) 平成12年表 

平成12年表では、石油化学部門から副産物とし

て発生したＬＰＧを、〔行〕ＬＰＧ部門との交点

にマイナス計上し（-10単位）、その発生分を新た

に設けた〔列〕再生資源回収・加工処理に一括し

て投入（10単位）した上で、〔行〕再生資源回

収・加工処理から、回収・加工処理経費を付加し

た額（18単位）を、需要部門である家計消費部門

に産出する方法を採用した。 

これにより、平成７年表までは、屑・副産物が

該当する既存の行部門に個別に計上していた屑・

副産物の輸出入を、「再生資源回収・加工処理」

に一括計上することができ、輸入係数の安定化が

図られた。 

しかし、一方で、この方法では、あらゆる屑・

副産物が一括して、〔列〕「再生資源回収・加工処

理」に投入され、〔行〕「再生資源回収・加工処理」

から需要部門に産出されることになるため、取引

基本表の原則である「一つの部門に一つの生産物

を対応させる」ことができなくなるといった支障

が生じた。要するに、〔行〕再生資源回収・加工

処理の個々の産出額に、どのような屑・副産物が

含まれるのかが不明確な状態となった（図４－16

の事例では、副産物がＬＰＧの１種類であり、ま

た、産出先も家計消費部門のみという単純なモデ

ルであるが、実際には、様々な屑・副産物が、内

生部門・外生部門を問わず、様々な部門に産出さ

れる。）。 

そのため、別途、付帯表として作成する「屑・

副産物発生及び投入表」（第７章２を参照）を用

いないと、屑・副産物ごとの投入を捉えることが

できないほか、回収と加工は、本来別々のアクテ

ィビティであるにもかかわらず、資料の制約上分

離できないなどの問題があった。 

また、分析面からも、以下のような問題があっ

た。 

① 副産物の発生がマイナスで表示されるため、

波及効果分析の観点から、逆行列にマイナスが

多くなり、係数としての意味がなくなる。 

② 様々な屑・副産物が、「再生資源回収・加工

処理」に一括して扱われることにより、投入係

数の安定性や、波及効果分析の観点から問題が

ある。 

③ 発生した屑・副産物が、「再生資源回収・加

工処理」を経由して産出されるため、波及結果

も、全ての屑・副産物が影響を受ける。 

(ｲ) 平成17年表以降 

平成12年表におけるこのような問題点を踏まえ、

平成17年表では、「再生資源回収・加工処理」は、

その活動に係る経費のみを計上することとし、経

① 平成12年表で採用した表章形式

 

 

 

② 平成17年表以降で採用している表章形式

 

 

 

回収・
加工経費 5

雇用者
所得 3

国内
生産額 100 (8)

ＬＰＧ -10 10 (0)

再生
資源 8 (8)

石油
化学

100 100

国内
生産額 100 (18)

…
石油
化学

合成
樹脂

ＬＰＧ
再生
資源

… …
家計
消費

…
国内

生産額

雇用者
所得

3

国内
生産額

石油
化学

100 100

ＬＰＧ -10 10 (0)

再生
資源 18 (18)

回収・
加工経費 5

…
石油
化学

合成
樹脂

ＬＰＧ
再生
資源

… …
家計
消費

…
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費は、屑・副産物に付随して産出されることとし

た。平成23年表においても同様の扱いである。 

具体的には、前記ア③記載の場合と同様、石油

化学部門の生産としては、主産物である合成樹脂

原料（100単位）のみを計上する一方で、石油化

学部門から副産物として発生したＬＰＧ（10単位）

を、〔行〕ＬＰＧ部門から〔列〕石油化学部門に

マイナス投入（つまり石油化学部門からＬＰＧ部

門へ販売）したものとして計上する。さらに、Ｌ

ＰＧを実際に投入した〔列〕家計消費部門と

〔行〕ＬＰＧ部門の交点に（10単位）を計上する。

これにより、〔行〕ＬＰＧ部門の中では、副産物

の発生と投入が相殺され、結局、副産物であるＬ

ＰＧの生産額はゼロになる。それとは別に、「再

生資源回収・加工処理」には、ＬＰＧの回収経費

等を計上し、ＬＰＧの需要先である家計消費部門

へ産出する。 

つまり、前記ア③記載のマイナス投入方式によ

りつつ、この方式に、回収・加工経費を別の部門

として追加した形になっている。 

(4) 帰属計算を行う部門 

「帰属計算」とは、具体的な取引は行われていない

ものの、実質的な効用が発生し、受益者が存在してい

る場合、又は、生産活動や取引の大きさを直接計測で

きない場合に、類似の商品に係る市場価格で評価する

等の方法により記録することをいう。取引基本表にお

ける帰属計算では、その効用を発生させている部門の

国内生産額として計上し、産出先は、その効用を受け

ている部門として処理している。 

これは、現実に観察される現象に隠れている経済

活動を把握しようとするものであり、これにより、

社会状況や制度の変化・相違に関わらず、時系列比

較や国際比較が可能となる。 

具体的には、 

○金融仲介サービス 

○生命保険及び損害保険 

○政府の建設物及び社会資本に係る資本減耗引当 

○持家等に係る住宅賃貸料（帰属家賃） 

について、帰属計算を行っている。 

ア 金融仲介サービス 

金融部門の活動は、次の二つに大別できる。 

① 預貯金の管理、受付及び融資業務 

② 送金業務や有価証券の売買等 

このうち、②に伴う手数料収入については、純粋

にサービスの提供に対する対価といえるが、①に伴

ういわゆる「利ざや」は、財産所得としての利子の

受払いという点からみれば、所得の移転が生じたに

過ぎず、必ずしも新たな付加価値の形成とはいえな

い。しかし、金融部門の営業活動を考える際に、利

ざやによる収益は極めて重要である。このため、従

前から、利ざやに関しても、金融部門によって生み

出されたサービスの対価であるとみなして、国内生

産額に含めてきた。つまり、金融部門が、資金の貸

手と借手との取引をつなぐための仲介サービスをし

ていると考えるわけである。そのため、金融部門に

係るこのような活動を「金融仲介サービス」と呼び、

それに伴う付加価値を帰属計算している。 

従前は、帰属利子方式により、国内生産額につ

いて、 

帰属利子 ＝ （貸付金に対する受取利子）－ 

（預貯金に対する支払利子）

として計算した上で、産出先については、中間需要

部門（産業部門）に限定し、貸出残高に応じて配分

していた。これは、金融仲介サービスを受けるのは、

貸付けを受ける企業であるとみなし、金額の全てを、

産業の中間消費として処理する旨を提唱した68ＳＮ

Ａに準拠していたためである。また、この方法によ

れば、外生部門の金額が金融仲介サービスによって

影響を受けないため、金利の変動によって外生部門

の金額が増減しない等のメリットがあった。 

しかし、帰属利子方式では、預金者の存在が考

慮されていないほか、家計なども資金の借り手に

なっている経済の実態に沿っていないなどの課題

があった。 

そこで、平成23年表では、93ＳＮＡで提唱され

た概念である「ＦＩＳＩＭ」（Financial Interme-

diation Services Indirectly Measured：間接的

に計測される金融仲介サービス）を新たに採用し

た。ＦＩＳＩＭでは、国内生産額を次のように計

算する。 

〔 国内生産額 ＝ 借り手側ＦＩＳＩＭ ＋ 

貸し手側ＦＩＳＩＭ 〕

借り手側ＦＩＳＩＭ ＝ 貸出残高総額 × 

（ 運用利子率 － 参照利子率 ）

貸し手側ＦＩＳＩＭ ＝ 預金残高総額 × 

（ 参照利子率 － 調達利子率 ）

運用利子率 ＝ 貸出金受取利息総額 ／ 貸出残高総額

調達利子率 ＝ 預金支払利息総額 ／ 預金残高総額 

参照利子率 ＝ 参照利子率算出用利息総額 ／ 

参照利子率算出用残高総額
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また、この方法では、帰属利子方式のような産

出先の限定がなく、より実態に沿った産出構造の

表章に資するとされている。 

イ 生命保険及び損害保険 

生命保険及び損害保険の部門は、 

（受取保険料 ＋ 資産運用益） －  

（支払保険金 ＋ 準備金純増）

で計算される帰属保険サービスを生産しているも

のとして扱っている。 

産出先は、生命保険については、全額が「家計

消費支出」への産出であり、損害保険については、

「家計消費支出」のほか、内生部門に対しても産

出している。 

ウ 政府の建設物及び社会資本に係る資本減耗引当 

減価償却を行っていない道路・ダム等の社会資

本や政府の建設物（学校施設など)等についても、

減価償却分を帰属計算している。具体的には、一

般政府等が所有する社会資本のうち、13の分野

（道路、港湾、航空、下水道、廃棄物処理、都市

公園、自然公園、治水、農業（灌漑施設）、林業

（林道）、漁業、学校施設等、社会教育施設等）の

各々の「新設改良費」、「災害復旧費」の事業費を

累計し、定率法により減価償却して算出している。 

そして、これに対応するため、基本分類では、

次の４部門を最終需要部門に設けている。 

① 中央政府集合的消費支出（社会資本等減耗分） 

② 地方政府集合的消費支出（社会資本等減耗分） 

③ 中央政府個別的消費支出（社会資本等減耗分） 

④ 地方政府個別的消費支出（社会資本等減耗分） 

エ 持家等に係る住宅賃貸料（帰属家賃） 

持家等は、一般的に家賃の支払が発生しない点

において、実際に家賃の支払が伴う賃貸住宅と、

経済取引上の外形は異なっている。しかし、持家

等についても、居住者が住宅サービスを享受して

いる点において、賃貸住宅と同様の効用が発生し

ていると考えられる。そこで、ＳＮＡでは、持家

等についても、賃貸住宅の市場価格に沿った家賃

を支払って住んでいるものとみなして金額（帰属

家賃）を計上することとしている。（注１） 

我が国の取引基本表においても、従前から、こ

の考え方に沿って、帰属家賃を計上しており、「住

宅賃貸料（帰属家賃）」という部門を設けている
（注２）。この部門は、持家等に居住する者が、自ら

に対して住宅賃貸業を営んでいるものとしてとら

えた部門であり、投入額としては、当該持家等に

居住・維持するための経費が計上される。具体的

には、ほとんどの金額は、粗付加価値部門に計上

されるが、中間投入として、建設補修や金融（住

宅ローンに関する利払い）も計上される。また、

産出額については、居住者自身へのサービスの提

供であることから、ほぼ全額を「家計消費支出」

に産出している（介護保険を利用した住宅改修費

の介護保険給付分についてのみ、「中央政府個別的

消費支出」に産出している。）（図４－17を参照）。 

（注）１ 居住者により、実際に家賃の支払が行われて

いる給与住宅や寮については、当該給与住宅や

寮と同等の居住施設の市場価格と実際に支払わ

れた家賃との差額分を帰属家賃として計上する。 

２ 「住宅賃貸料（帰属家賃）」が、「住宅賃貸料」

から独立したのは、平成12年表からであるが、

該当する金額については、それ以前にも「住宅

賃貸料」に計上されていた。 

図４－17 帰属家賃の表章形式 

 

(5) 仮設部門 

取引基本表の内生部門の各部門は、アクティビテ

ィ（又は商品）に基づき設定しているが、その中に

は、独立した一つの産業部門とは考えられないもの

がいくつか含まれている。これらは、取引基本表を

作成する上での便宜や利用目的を考慮して設けてい

るものであり、「仮設部門」と呼ぶ。部門分類の一覧

表及び部門別概念・定義・範囲の説明等においては、

基本分類の分類コードの末尾に「Ｐ」という識別符

号を付すことで、他の基本分類と区別している。 

具体的には、 

○「事務用品」 

○「自家輸送（旅客自動車）」 

○「自家輸送（貨物自動車）」 

○「古紙」 

国内
生産額

修繕費等
（建設補修）

住宅ローンの利払い
（金融）

〔例〕

・住宅ローンの利払い 10万円／年

・修繕費 10万円／年

〔住宅の維持経費〕

・200万円／年

〔家賃相当額を市場価格で評価〕

10

10

住宅賃貸料
（帰属家賃）

家計消費
支出

200 200

付加価値 180

国内生産額 200

住宅賃貸料
（帰属家賃）
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○「鉄屑」 

○「非鉄金属屑」 

といった部門を設けている。 

なお、仮設部門は、「仮設」という性格上、独立し

て付加価値を発生させる部門ではないことから、計数

は内生部門のみに計上し、粗付加価値額は計上しない。 

ア 事務用品 

各部門で共通的に使用されている鉛筆、消しゴ

ム、ノート等の事務用品は、企業会計上、「消耗品」

として一括処理されることが多い。そこで、取引

基本表上は、これら事務用品を生産する各行部門

から、仮設部門として設けた〔列〕「事務用品」へ

産出し、その上で、該当する金額を、〔行〕「事務

用品」から実際に事務用品を購入した各列部門へ

一括して産出することで、企業会計上の一括処理

に近い表章になるようにした。 

事務用品を設けない場合と設けた場合の表章形式

の相違は、図４－18のとおりである。事務用品を

仮設部門として特掲することは、その限りにおい

て独立した生産活動としての地位を認めたことと

なる。したがって、取引基本表全体の国内生産額

は、事務用品の分だけ大きくなるが、仮設部門に

は粗付加価値額は計上しないことから、粗付加価

値額には変化はない。 

図４－18 事務用品の表章方式 

 

イ 自家輸送（旅客自動車、貨物自動車） 

(ｱ) 自家活動部門の意味 

企業が生産活動を行う上で、ある産業分野の

活動を自社内で賄ってしまう場合がある。例え

ば、輸送活動、こん包活動、社員教育、研究開

発、広告活動、情報処理サービス等である。 

取引基本表は、アクティビティでの分類を原

則とすることから、こうした自家活動は、厳密

にいえば、それぞれ運輸や教育、研究、広告、

情報処理の各部門に格付けられるべき生産活動

である。しかし、これらの活動については、通

常、各部門における本来の生産活動の一部とし

てその中に埋没した形で行われているため、こ

れらだけを切り離して投入構造を推計すること

は難しい。このような事情もあり、現在では、

自家輸送のみを部門として設けている。 

なお、これまでの自家部門の設定状況は、以

下のとおりである。 

部 門 設 定 年 

自家輸送 

（旅客自動車） 

昭和50年、55年、60年、平成２

年、７年、12年、17年、23年 

自家輸送 

（貨物自動車） 

昭和50年、55年、60年、平成２

年、７年、12年、17年、23年 

自家教育 昭和50年、55年、60年 

自家研究 昭和50年、55年、60年 

自家梱包 昭和50年、55年 

自家倉庫 昭和50年 

(ｲ) 表章形式 

自家活動を行うために必要な商品を〔列〕自

家活動部門に産出した上で、各需要部門（生産

活動の過程で自家活動を行っている列部門）は、

〔行〕自家活動部門から一括して購入するとい

う形で表章している。 

自家部門を設けない場合と設けた場合の表章

形式の相違は、図４－19のとおりである。これ

らの自家部門を仮設部門として特掲することは、

その限りにおいて独立した生産活動としての地

位を認めたこととなる。したがって、表全体の

国内生産額は、自家部門の分だけ大きくなるが、

仮設部門には粗付加価値額は計上しないことか

ら、粗付加価値額には変化はない。 

ウ 古紙、鉄屑及び非鉄金属屑 

屑・副産物については、原則としてマイナス投

入方式によって処理しているが、「副産物」につい

ては、それを主産物とする行部門が存在するので、 

① 事務用品部門を設けない場合

② 事務用品部門を設けた場合

付加価値 40 0

国内生産額 100 10

ノート 5 (5)

事務用品 10 (10)

鉛筆 5 (5)

付加価値 40

国内生産額 100

Ａ部門 事務用品
国内

生産額

原料１ 30

原料２ 20

鉛筆 5 (5)

ノート 5 (5)

原料２ 20

Ａ部門
国内

生産額

原料１ 30
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図４－19 自家輸送部門の表章形式 

 

当該行部門に「競合部門」（第７章の図７－２③を

参照）を設定して計上することができる。しかし、

「古紙」、「鉄屑」及び「非鉄金属屑」といった

「屑」については、そもそもこれらを主産物とす

るような部門がないため、何らかの部門を設けな

ければ、発生及び投入の計上ができない。そこで、

行部門についてのみ、仮設部門として「古紙」、

「鉄屑」及び「非鉄金属屑」を設けている。 

なお、その他の屑については、関係の深い原材

料部門（例えば、「ガラスびん」については「その

他のガラス製品」）に格付けて処理をしている。 

(6) 使用者主義と所有者主義 

ア 使用者主義と所有者主義の概念 

物品賃貸業が扱う生産設備に係る経費の扱いに

ついては、「使用者主義」と「所有者主義」の二通

りの考え方がある。 

「使用者主義」は、所有者が誰であるのか、経

費を直接負担したのが誰であるのかにかかわらず、

その生産設備等を使用した部門に経費等を計上す

るという考え方である。この場合、賃貸業者から

賃借を受けた生産設備については、賃借料に相当

する維持補修費、減価償却費及び純賃借料（粗賃

借料から維持補修費及び減価償却費を控除したも

の）を、使用者が該当する列部門の経費又は営業

余剰（純賃借料部分）として計上する。そのため、

賃貸部門は部門として成り立たないが、生産と生

産のために使用される資本が一体として処理でき

るとともに、投入係数の安定性も増すという利点

がある。 

一方、「所有者主義」は、その生産設備を所有す

る部門に経費等を計上するという考え方であり、

物品賃貸を行う部門を設ける必要がある。この場

合、物品賃貸料収入の総額が物品賃貸を行う部門

の国内生産額となる一方、使用者（借り手）が該

当する列部門では、物品賃貸料（支払）に相当す

る金額を、物品賃貸を行う行部門からの中間投入

として計上する。経済実態として、産業全体に占

める物品賃貸業のウエイトが相当程度あるととも

に、物品賃貸を行う部門の国内生産額及び粗付加

価値を個別に計上する必要がある場合には、所有

者主義が採られることになる。 

イ 我が国の取引基本表での扱い 

我が国の取引基本表では、昭和60年表まで、両

方の考え方を併用（注１）していたが、平成２年表以

降は、全面的に「所有者主義」で推計している。

（注２） 

これは、前述のとおり、物品賃貸業のウエイト

の高まりに伴い、これを独立部門としてとらえる

必要がある一方で、「使用者主義」による推計は、

基礎統計の現状からみて非常に困難であると判断

したためである。 

なお、使用者主義と所有者主義による表章形式

の相違は、図４－20のとおりである。 

（注）１ 昭和60年表までは、日本標準産業分類（当時）

の「電子計算機・同関連機器賃貸業」、「事務用機

械器具（除電算機等）賃貸業」及び「貸自動車業」

の３部門と「不動産賃貸業」については、「所有者

主義」により推計し、「各種物品賃貸業」及び「産

業用機械器具賃貸業」に該当する範囲は、「使用者

主義」により推計してきた。 

２ 物品賃貸には、「オペレーティング・リース」と

「ファイナンス・リース」の２つの形態がある。 

オペレーティング・リースは、一般的にイメー

ジされる賃貸であり、機械又は設備の耐用年数よ

りも短い期間について賃貸するものである。これ

は、所有者（貸し手）が使用者（借り手）に対し

て、物品賃貸というサービスを提供する（その一

① 自家輸送部門を設けない場合

② 自家輸送部門を設けた場合

(10)

付加価値 40 0

国内生産額 100 (10)

自家輸送 10

(15)

付加価値 40

国内生産額 100

Ａ部門 自家輸送
国内

生産額

原料１ 25

原料２ 20

原料２ 20

 Ａ部門が自家輸送として石油を10単位使用している場合につい
て、②のように自家輸送を仮設部門として独立させると、自家輸送
部門の10単位が新たに国内生産額に計上される。

Ａ部門
国内

生産額

原料１ 25

石油 15 うち原材料 5 (15)

輸送用 10

石油 5 10
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環として、機械又は設備の維持・修理の責任を負

うことが多い。）という生産活動の一形態であり、

国内生産額は、使用者が所有者に支払う賃借料で

評価される。 

これに対して、ファイナンス・リースは、「リー

ス契約に基づくリース期間の中途において当該契

約を解除することができないリース取引又はこれ

に準ずるリース取引で、借手が、当該契約に基づ

き使用する物件からもたらされる経済的利益を実

質的に享受することができ、かつ、当該物件の使

用に伴って生じるコストを実質的に負担すること

となるリース取引」（リース取引に関する会計基準

（企業会計基準第13号）第５項）とされている。 

我が国では、平成20年のリース取引に関する会

計基準の変更に伴い、ファイナンス・リースの会

計処理が、原則、賃貸借から売買に変更され、同

じ物品賃貸業の中でも、会計上の取扱いが分かれ

ることとなった。しかし、基礎統計上の制約から、

取引基本表では、ファイナンス・リースについて

も、引き続き、物品賃貸業の活動として扱い、物

品賃貸業全体として、「所有者主義」で計上してい

る。 

図４－20 使用者主義と所有者主義の表章形式 

 

(7) 非営利活動（政府サービス生産者及び対家計民間

非営利サービス生産者の活動） 

ア 政府及び独立行政法人等が行う活動は、第９章

の〔参考８〕のとおり、「生産活動主体分類」によ

って、①政府サービス生産者、②対家計民間非営

利サービス生産者、③産業に大別されるが、①及

び②については、コスト構造や活動資金の源泉と

いった面で、一般の産業と大きく異なっている。

そのため、特殊な扱いを行っている。 

詳細は、第９章の〔参考８〕「４ 計数の取扱い

等」を参照されたい。 

イ 私立学校などが該当する「学校教育（私立）」や、

学術団体などが該当する「対家計民間非営利団体」

など、基本分類に★の符号が付されている部門も、

生産活動主体分類上、対家計民間非営利サービス

生産者として扱われる部門であり、これらの部門

についても、次のとおり、特殊な扱いを行ってい

る（図４－21を参照）。 

① 国内生産額は、経費総額をもって計測し、営

業余剰は計上しない。 

② 産出先は、当該部門のサービス活動に対して

支払われた料金相当額を、その負担部門（つま

り、料金を支払った産業又は家計の列部門）に

計上し、残りの額を当該行部門と「対家計民間

非営利団体消費支出」との交点に計上する。 

図４－21 対家計民間非営利サービス生産者の活

動の表章形式 

 

国内生産額 100

雇用者所得 50

営業余剰 15

資本減耗引当 20

例：Ａ部門が物品賃貸業からリース料100単位で産
  業機械のリースを受けている場合

物品賃貸業 100

営業余剰 (65)

資本減耗引当 (20)

国内生産額 (100)

② 所有者主義 （機械の所有者を物品賃貸業として
 記述）

※ 通常のサービスの購入と同じ表章形式になる。

Ａ部門 物品賃貸業

機械修理 15

Ａ部門

機械修理 (15)

① 使用者主義 （あたかもＡ部門が自己所有の機械
 を使用しているように記述）

※ Ａ部門の本来的な活動コストのほかに、リース会社のコ
 ストが上乗せされる。

家計消費
支出

対家計民間
非営利団体
消費支出

国内
生産額私立大学

例 ： 私立大学が 100の経費を支出している場合で、それに
対応する収入のうち、授業料収入が 60となっている場合

物品１ 10

物品２ 10

私立大学

国内生
産額 100

40 100

80

0

60

雇用者
所得

営業余剰
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